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インドにおける棚卸資産の評価
嶺 輝 子
1　はじめに
　本論文では，インド勅許会計士協会（The　InStitute　of　Chartered　Accountants　in　India）の
会計基準審議会（Accounting　Standards　Board）によって，1981年6月に公表された会計基
　　　　　　　　　　　　　　り準第2号「棚卸資産の評価」を中心に検討することを目的としている。その際，国際会計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
基準第2号「取得原価主義会計における棚卸資産の評価および表示」，インドの宗主国であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨうるイギリスの標準会計実務書第9号「棚卸資産」，それに我国の棚卸資産会計と比較する形
で検討する。その過程で，インドの棚卸資産会計の特徴が明確化されると考える。
　なお，インドの会計基準第2号の検討に入る前に，その公表以前におけるインドの棚卸資
産会計実務の実態について素描しておくことにする。
皿　会計基準第2号の公表以前における会計実務
　棚卸資産とは，一般に，通常の営業過程において販売を目的とする商品，および，販売を
目的とする製品の生産過程において消費される原材料や貯蔵品を指す。生産過程以外で消費
される貯蔵品，売却目的で保有されている有価証券，使用中の，または使用されなくなり最
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
終的処分を待っている，装置および設備などは，棚卸資産から除外される。商品，原材料
および貯蔵品について，棚卸資産に含めるかどうかの一般的テストは・法的所有権が買手に
移転しているか否かである。積送中であって販売未了のものは，いまだ法的所有権が移転し
（1）Accounting　Standard　2　（AS　2），“Valuation　of　Inventories，”The　Institute　of　Chartered　Accountants　in　India，
June　1981．
（2）Intemational　Accounting　Standard　2（LAS　2），“Valuation　and　Presentation　of　Inventories　in　the　Context　of
the　Historical　Cost　System，”International　Accounting　Standards　Committee，　October　1975．
（3）Statements　of　Standard　Accounting　Practice　9（SSAP　9），“Stocks　and　Work　in　Progress，”The　Institute　of
Chartered　Acc肌mtant前n　England　and　Wales，　May　1975．なお，1980年8月に，第4部「国際会計基準第2号
　『取得原価主義会計における棚卸資産の評価および表示』および同第11号『工事契約の会計』への準拠」が追加
　された。
（4）L．Venkatesan，“Principles　and　Practice　of　Inventory　Valuation，”The　Chartered　A¢cotmtant，　November　l　979，
p．449．なお，この論文は，インド勅許会計士協会の東インド地方協議会によって開催された8週間コースで提供
　されたものであり，筆者は，Shaw　Wallance社で原価管理士（Management　Accountant）として勤務している第
　一線の実務家である。
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ていないので，その積送中の商品，原材料および貯蔵品は，委託者の棚卸資産に含められる。
また，もし法的所有権が売手から買手に移転していれば，たとえ買手がその商品，原材料お
よび貯蔵品を物理的に入手していなくとも，それらを未着棚卸資産として表示するのが慣習
である。1930年の商品販売法は，所有権が売手から買手へ移転するさまざまな状況について
　　　　　　くらう
規定している。
　インド会社法は，棚卸資産を，（1）貯蔵品および部品，（2）未使用の工具，（3）手持商品および
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ（4）仕掛品に，区分表示することを要求している。これら棚卸資産の評価の目的は；第一に，
収益（売上高）と費用（売上原価）を適切に対応させることによって，正確な純利益を計算
すること，第二に，貸借対照表日における会社の経営状況についての，真実かつ公正な概観
を提供すること，そして第三に，投資者やその他の財務諸表の利用者に，会社の将来のキャ
ッシュ・フローを予測することのできる棚卸資産に関する情報を提供することであると考え
　　　　　くアラ
られている。
　上記の目的を達成するためには，当期に販売された，または消費された，あるいは期末に
残存している棚卸資産の，数量計算および金額計算が適切に行われなければならない。棚卸
資産の数量計算，すなわち売上数量または消費数量および期末残存数量の計算，の方法には，
実地棚卸法（定期棚卸法または棚卸計算法とも呼ばれている）と継続記録法（帳簿棚卸法ま
たは恒久棚卸法とも呼ばれている）とがある。前者は，定期的に（通常，期末に）実地に棚
卸しを行って実際の数量を把握し，その数量を，前期繰越数量と当期（仕入または生産によ
る）受入数量との合計から差引くことによって，売上数量または消費数量を計算する方法で
ある。これに対して，後者は，棚卸資産の種類ごとに入出庫を継続的に記録することによっ
て，売上数量または消費数量および期末残存数量を計算する方法である。インドの会社は，
一般に，少なくとも年に一度は棚卸しを行っているが，実地棚卸しは要求されていない。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ
のため，継続記録法のみが採用される場合もある。しかし，継続記録法のみでは，保管中
における棚卸資産の損傷や減耗を把握することができないため，実地棚卸法との併用が，最
良の数量計算システムであると考えられている。インドでは，この最良の数量計算システム
がどの程度の割合の会社で採用されているのか，調査資料がないので不明である。
　次に，棚卸資産の金額計算，すなわち売上原価または消費単位および期末単価の計算，の
方法には，原価法，標準原価法，修正売価法，低価法なぜがあるが，取得原価主義会計の下
では，原価法が一般的な方法である。原価法とは，実際の取得原価を基礎にして単価を計算
する（原価を配分する）方法であり，この方法には，個別法，先入先出法，後入先出法，総
（5）LL．　Orsine，　J．　P．　McAllister＆R．　N．　Parikl，　World　Accounting，　Matthew　Bender＆Co．，1986，　p．IND－15．
（6）The　Companies　Act，1956，　Schedule　VL
（7）　L．Venkatesan，　oP．　cit．，　P．449．
（8）LL．　Orsine，　J．　P．　McAUister＆R．　N．　Parik1，0p．　cit．，　p，IND－15．
インドにおける棚卸資産の評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
平均法，移動平均法，売価還元法などが含まれる。低価法は，期末棚卸資産を，原価法のう
ちのいずれかの方法によって計算された（期末）原価と（期末）時価とを比較して，いずれ
か低い方の金額で評価する方法であり，保守主義の思想を反映した評価方法であるといえる。
インド勅許会計士協会の手によって，1981年に行われた調査によると，202社のうち，2社
を除くすべての会社が，棚卸資産の種類ごとに評価方法を開示しており，大多数の会社が，
原価法かまたは低価法（原価と市場価格との比較か，もしくは原価と正味実現可能価値との
　　　　　　　　　　　　ラ
比較）を採用していた。
皿　会計基準第2号「棚卸資産の評価」の検討
　AS　2は，前文，序文（第1～第5項），定義（第6項），解説（第7～第23項）および会
計基準（第24～第31項）から構成されている。このような構i成になっているAS　2の内容を，
（1）AS　2の制定の目的と適用範囲，（2）棚卸資産の定義，（3）棚卸資産の取得原価の決定，（4）棚
卸資産の評価，および（5）財務諸表上での開示，に細分して以下，検討することにする。
　　（1）AS　2の制定の目的と適用範囲
　財務諸表上に棚卸資産（および売上原価）の占める割合は，一般に大きい。したがって，
棚卸資産の評価は，会社の経営成績および財政状態に重要な影響を及ぼす。現状では，業種
が異なれば，また，たとえ同一業種であっても会社が異なれば，異なった評価方法が採用さ
れている。そこで，現行の棚卸資産会計実務を明らかにし，実務における相違を狭め，財務
諸表における開示の適正化を保証することを目的として，AS　2が制定されたのである（第
1項および第2項）。IAS　2は，その制定の目的について述べていないが，「棚卸資産は，多
くの企業において資産の重要な部分を占めている。それ故，棚卸資産の評価および表示は，
それらの企業の財政状態および経営成績の算定に重要な影響を及ぼす」（第5項）として，
棚卸資産会計の重要性を強調している。SSAP　9は，その制定の目的について，「会計実務
上，財務諸表に表示する棚卸資産価額の計算ほど多様な相違を生じる領域は，他に類をみな
い。この会計実務基準書は，現行会計実務を明らかにし，その実務における相違や多様性を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
せばめ，財務諸表におけるディスクロージャーの適切化を計ることをねらいとしている」
（前文）と述べている。このことから明らかなように，AS　2とSSAP　9の制定の基本的目
的は，完全に一致している。IAS　2の制定の目的も，明示されてはいないが，同様の目的の
下に制定されたものと考えても大きな誤りはないであろう。
　次に，適用範囲ないし取扱範囲について見てみると，AS　2は，棚卸資産の数量計算の方
（9）Claire　Marston，　Financial　Reporting　in　India，　Croom　Helm　Ltd．，1986，　p．36．
⑩　SSAP　9の訳文については，田中　弘教授のそれを参考にさせていただいた。以下においても同じ（田中　弘「イ
　ギリスの棚卸資産会計」愛知学院大学論叢：商学研究，31巻3号（1986年3月），48～61頁）。
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法については取扱わず，金額計算に関する諸原則のみを取扱っている（第3項）。また，AS
2は，取得原価主義会計に基づいて作成される財務諸表に限り適用される（第4項）。IAS
2も，明示してはいないが，棚卸資産の金額計算の方法についてのみ取扱っており，また，
再調達原価またはその他のカレント・バリューを基礎とする会計制度における棚卸資産の評
価および表示は，取扱範囲外とし，取得原価主義会計における財務諸表上のそれに，取扱範
囲を限定している（第1項および第2項）。SSAP　9には，この点についての規定はない。
なお，AS　2は，評価に当たって特別の考慮を払わなければならない次の棚卸資産の評価に
は適用されない（第5項）。
i）　農園業，林業および農業による生産物および家畜
ii）　鉱業，採石業のような採掘産業の生産物
ii）　土木工事，不動産開発，建設プロジェクトのような長期契約の下での半成工事
iv）　（有価証券業者が販売目的で保有する）一時所有の株式，社債およびその他の有価
　　証券
v）　（不動産業者が販売目的で保有する）不動産
vi）　特定の用途に限定されていない工具（Loose　tools）
　IAS　2の場合には，長期請負工事契約のもとで計上される棚卸資産（仕掛工事）および棚
卸資産である副産物を，その適用範囲から除外している（第3項）。これに対して，SSAP
9は，長期請負工事契約のもとでの仕掛工事も適用範囲に含めており，適用除外の棚卸資産
を列挙していない。なお，IAS　2は，副産物を適用範囲から除外しているが，　AS　2は，作
業屑とともに，副産物も適用範囲に含めていることに留意すべきである。
　　（2）棚卸資産の定義
　AS　2によると，棚卸資産とは，次のような，保有されている有形の財産を意味するとい
う（第6．1項）。
　i）　通常の営業過程において販売されるもの，または
　ii）　このような販売されるものの生産の過程にあるもの，または
　血）　機械の取替部品以外の補修用貯蔵品および消耗品を含む，販売を目的とする財貨ま
　　　たは用役の生産にあたって消費されるもの。
　上記の棚卸資産の定義は，IAS　2のそれと同じである。　SSAP　9では，棚卸資産は，次の
ものから構成されると述べている（16項）。
　（a）再販を目的として購入した財その他の資産
　（b）消耗用貯蔵品
　（c）原材料および販売する製品に組み込む目的で購入した部品
　（d）仕掛り段階にある製品および用役
　（e）完成品
　また，我国の連続意見書第四「棚卸資産の評価について」でも，棚卸資産の範囲について
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次のように規定している（第1の7）。
　「貸借対照表に棚卸資産として記載される資産の実態は，次のいずれかに該当する財貨又
　　は用役である。
　　（イ）通常の営業過程において販売するために保有する財貨又は用役
　　（ロ）販売を目的として現に製造中の財貨又は用役1
　　の　販売目的の財貨又は用役を生産するために短期間に消費されるべき財貨
　　（⇒　販売活動および一般管理活動において短期間に消費されるべき財貨」
　AS　2およびIAS　2が，棚卸資産を有形の財貨に限定しているのに対して，　SSAP　9および
連続意見書第四では，有形の財貨に限定せず，無形の用役もその範囲に含めている。ここで
いう販売するために保有する用役および製造中の用役とは，例えば，原材料を支給されて加
工だけを委託された場合において，加工が完了した場合の，および加工途上の場合の，その
要した加工費（労務費，間接費）から成る無形の用役である。この用役は，加工が完了して
いる場合には製品勘定で，加工途上の場合には仕掛品勘定で処理されることになるだろう。
　　（3）棚卸資産の取得原価の決定
　AS　2によると，棚卸資産の取得原価とは，次のものの適当な結合を意味する（第6．2項）。
　　a）　購入原価
　　b）　加工費
　　c）　棚卸資産を現在の場所および状態にもたらすために通常の営業過程で生じたその
　　　　他の原価
　IAS　2でも，上記のa），　b）および。）の総額をいうとして，全く同じ定義がなされて
いる（第4項）。また，SSAP　9でも，「『原価』とは，棚卸資産の種類ごとにみて，その製
品または用役を現在の場所および状態にもたらすために通常の営業過程において発生した支
出額と定義される。この支出額には購入原価……に加えて，現在の場所および状態にもたら
すために要した加工費……を含めなければならない」（第17項）と規定されており，上記の
定義と実質的に同じである。AS　2によると1購入原価とは，関税および貨物輸入税を含む
購入価格に，その他の取得に直接関係のある支出を加え，値引き，割戻し，関税の戻り税
（duty　drawbacks）および補助金を差引いたものであるという（第6．3項）。この点は，　IAS　2
およびSSAP　9とも実質的に同じ定義である。また，　AS　2によると，加工費とは，（D特に
生産品に関係のある直接労務費，直接経費および下請作業費に，（韮）直接原価計算か全部原価
計算によって算定された製造間接費（一般管理，財務，販売および流通に関する費用は含ま
れない）を加えたものであるという（第6．4項）。IAS　2は，加工費とは，「棚卸資産を現在
の場所および状態にもたらすことに関連して生じた，購入原価以外の費用をいう」（第4項）
と定義し，SSAP　9は，加工費が，「（a）当該指図書に関する製品に個別的に帰属させること
ができる費用で，例えば，直接労務費，「直接経費および外注加工費，（b）製造間接費，および
（c）その他の間接費のうち，事業の特殊性から，当該製品または用役を現在の場所および状態
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にもたらすのにがかったものがあればその間接費」（第19項）から構成されると定義した。
このことから明らかなように，AS　2とIAS　2は，加工費を原材料費を除く，製造のための
直接原価と製造間接費とに限定しているのに対し，SSAP　9は，さらに「その他の間接費」
を加えたものを加工費として定義している。AS　2とIAS　2は，「その他の間接費」を，加工
費とは区別される別個のものとして取得原価に含めているのに対し，SSAP　9は，加工費に
一緒に含めている点では異なっているが，「その他の間接費」を棚卸資産の取得原価の構成
要素としている点では一致している。さらに，AS　2は，直接原価計算とは，変動費の適正
な割当額のみを棚卸資産の原価に含め，固定費はすべて発生した期間の収益に負担させる方
法であり（第6．5項），全部原価計算とは，変動費と固定費の両方の適正な割当額を含めて棚
卸資産の原価を決定する方法であって，その際，固定費は正常な生産水準を基準として配賦
される（第6．6項）と説明している。
　連続意見書第四は，購入による棚卸資産と製造による棚卸資産とに分けて，取得原価の決
定について規定している。まず，購入棚卸資産の取得原価については，「購入代価に副費（附
随費用）の一部又は全部を加算することにより算定される。購入代価は，送状価額から値引
額，割戻額等を控除した金額とする。……副費として加算する項目は，引取運賃，購入手数
料，関税等容易に加算しうる外部副費（引取費用）に限る場合があり，外部副費の全体とす
る場合がある。さらに購入事務費，保管費その他の内部副費をも取得原価に含める場合があ
る」（五の1）と規定している。購入棚卸資産の取得原価が，購入代価（価格）に，取得に
直接関係のある外部および内部附随費用を加え，値引き，割戻し，補助金等を差引いて算定
される購入原価である点では，AS　2，　IAS　2，　SSAP　9および連続意見書第四は一致してい
る。ただし，我国の企業会計原則では，附随費用のうち，重要性の乏しいものについては取
得原価に含めないこともできるとしている（注解〔注1〕の（4））。
　次に，生産品の取得原価については，連続意見書第四は，「適正な原価計算の手続により
算定された正常実際製造原価をもって取得原価とする。販売費および一般管理費は取得原価
に含めないのが通例であるが，一部の販売直接費はこれを取得原価に含めることを至当とす
る場合もある。……直接原価計算制度を採用する企業にあっては製品の取得原価に固定製造
費を含めないが，貸借対照表に記載する原価は固定費込みの原価とすべきである。標準原価
又は予定原価をもって製品の取得原価とする場合において原価差額が生じたときは，差額が
合理的に僅少な場合を除き，貸借対照表に記載する原価は，差額調整を行なったのちの原価
とする」（五の2の（1））と規定している。この規定から明らかなように，生産品の取得原価
は，原則として，①正常な状態のもとにおける経営活動を前提として計算された製造原価で
あり，かつ，②実際の消費量および価格に基づいて計算された実際製造原価である。実際製
造原価は実際製造原価計算によって算定されるが，これには全部原価計算と部分原価計算（一
般的には，変動直接費と変動間接費のみを集計する直接原価計算）があり，原価計算（原価
管理）目的によって，いずれかの原価計算が選択される。直接原価計算を採用した場合には，
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貸借対照表上の（財務会計目的上での）原価は，固定費を含めたもの（つまり，全部原価）
としなければならない。
　さらに，我国の原価計算基準では，実際原価計算制度と同時に標準原価計算制度も，一般
に公正妥当な原価計算制度として認められている。標準原価計算制度を採用している場合に
は，それによって算定された標準原価（または標準原価として，実務上予定原価が意味され
ることがあり，その場合には，将来における財貨の予定消費量と予定価格をもって計算され
る予定原価）を，生産品の取得原価とすることができる。企業会計原則の注解も，「製品等
の製造原価については，適正な原価計算基準に従って，予定価格又は標準原価を適用して算
定した原価によるごとができる」（注21の（2））と規定している。ただし，標準原価計算に基
づいて算定された標準原価または予定原価と実際発生額との間に重要な差額（原価差額）が
生じた場合には，貸借対照表上の原価は，原価差額を調整した後の原価でなければならない。
この調整によって，異常な状態に起因したものである以外の原価差額は，取得原価に含めら
れることになる。以上のことから，財務会計上の取得原価は，あくまでも正常な実際製造原
価であることが原則である。そして，ある原価計算（原価管理）目的から標準原価計算制度
を採用している場合には，発生した原価差額が重要でない場合に限り（換言すれば，標準原
価または予定原価が正常な実際原価に近似している場合に限り），標準原価または予定原価
も，そのまま財務会計上の取得原価として容認されるということである。
　次に，インドの場合の生産品の取得原価の決定方法について検討してみよう。AS　2によ
ると，固定費と変動費の両者を対象とする全部原価計算と，変動費のみを対象とする直接原
価計算のいずれにも相当な支持があり，生産棚卸資産の取得原価は，両者のいずれによって
算定することもできる。全部原価計算が採用される場合には，固定費の配賦は，正常な生産
水準を基準にして行わなければならない。この場合の正常な生産水準は，各企業における生
産設備の生産能力，過年度および当年度に達成した生産水準，のような諸要因に関する事実
によって決定される（第14項，第15項および第27項）。rときには製造間接費以外の原価が，
棚卸資産をその現在の場所および状態にもたらす際に生ずることがある。例えば，特定の顧
客のための製品設計において発生する支出である。他方，販売費および流通費，一般管理間
接費，研究開発費および利子は，通常，棚卸資産をその現在の場所および状態にもたらすの
に関係がないと考えられている。それ故，これらの費用は，棚卸資産の評価額の決定から除
外される」（第16項）という。つまり，「製造間接費以外の間接費は，棚卸資産をその現在の
場所および状態にもたらすことに明らかに関連がある範囲に限り，棚卸資産原価の一部に含
められるにすぎない」（第28項）のである。このことから，全部原価計算が採用されている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合には，①すべての変動費（変動直接費と変動間接費），②正常な生産水準に基づいて配
賦された固定製造間接費，それに③製造間接費以外のもので，棚卸資産をその現在の場所お
よび状態にもたらすのに明らかに関連のある原価（間接費）を加えたものが，生産棚卸資産
の取得原価であるということである。
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　これに対して，直接原価計算が採用されている場合には，直接原材料費および直接労務費
からなる変動直接費に変動製造間接費を加えたもの，つまり変動費のみが生産棚卸資産の取
得原価となり，固定製造間接費などは期間費用として処理されることになる。この点で，
我国の場合とは異なる。それでは，標準原価計算が採用されている場合はどうであろうか。
AS　2では，標準原価計算が採用されている場合の取得原価については特に触れられていな
いが，棚卸資産の評価方法としての標準原価法についての説明からすれば（第13項および第
26．4項），我国の場合と同じく，標準原価計算に基づいて算定された標準原価に，もし原価
差額が発生していればそのうちの正常な部分を加えたものが，生産棚卸資産の取得原価にな
ると考えられる。ただし，インドの場合には，この取得原価が，実際原価計算（全部原価計
算または直接原価計算）によって算定された取得原価に毎期継続して近似する場合に限り，
認められるという点に留意する必要がある。
　次に，IAS　2が，生産棚卸資産の取得原価の決定についてどのように規定しているかを見
てみよう。直接原材料費や直接労務費が生産棚卸資産の取得原価に算入されるのは当然のこ
とであるから，原価の決定において問題になるのは，製造間接費と，棚卸資産をその現在の
場所および状態にもたらすのに発生した製造間接費以外の間接費の取扱いである。生産にあ
たって発生した製造間接費は，固定費と変動費とに区分される。全部原価計算が採用されて
いる場合には，変動費のみならず，固定費も加工費に配賦される。これは，製造間接費の変
動的部分も固定的部分も共に，棚卸資産をその現在の場所および状態にもたらすことにとも
なって発生していると考えられているからである（第6項～第9項）。固定製造間接費を加
工費に配賦する際に注意すべきことは，低生産水準期間中，または，生産設備に遊休部分が
存在する場合には，実際生産量ではなく，生産設備の能力に基づいて配賦するという点であ
る。生産設備の生産能力といっても，実際には，いくとおりにも解釈が可能である。したが
って，生産能力の解釈は，予め定めておき，かつ継続的に一貫して適用すべぎであり，一時
的な情勢によって修正してはならないのである（第10項）。また，「同様に，棚卸資産を現在
の場所および状態にもたらすことにかかわりをもたない浪費額一材料費，労務費その他の
費用一のうちとくに金額の大きいものは加工費から除外される」（第11項）ことになるの
である。つまり，正常な状態で通常的に生ずる浪費額は生産棚卸資産の原価に含めるが，異
常な状態で生ずる金額の大きい浪費額は，原価に算入してはならないということである（第
23項）。さらに，製造間接費以外の間接費については，それらが棚卸資産をその現在の場所
および状態にもたらすことに明らかに関係がある部分に限り，生産棚卸資産の原価に含めら
れる（第22項）。「販売費，一般管理費，研究開発費および利子は，通常，棚卸資産をその現
在の場所および状態にもたらすのに関係がないと考えられている」（第12項）ので，取得原
価から除外される。
　直接原価計算が採用されている場合には，固定製造間接費は，棚卸資産をその現在の場所
インドにおける棚卸資産の評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23
および状態にもたらすことに直接的に関連がないと考えられているので，その全部または大
部分が加工費から除外され，期間費用として処理される。なお，固定製造間接費が棚卸資産
の評価額に含まれていない場合には，その事実を開示しなければならない（第9項および第
　　　く　
21項）。
　以上のことから，全部原価計算および直接原価計算が採用されている場合の生産棚卸資産
の取得原価の決定方法は，インドの場合と同・じであるといえる。また，標準原価計算が採用
されている場合についても，インドの場合と同様，算定された標準原価が，実際原価計算に
よって算定された実際原価と毎期継続して近似する場合には，標準原価を生産棚卸資産の取
得原価とすることが容認されていると解される（第27項）。
　最後に，イギリスの場合について検討してみよう。SSAP　9は，長期請負工事契約のもと
で計上される棚卸資産を取扱っているが，インドのAS　2はそれを取扱っていないので，比
較対象から除外する。SSAP　9によると，生産棚卸資産の取得原価には，直接原材料費に加
工費を含あなければならない。加工費には，すでに述べたように，①直接労務費，直接経費
および外注加工費，②製造間接費および③棚卸資産を現在の場所および状態にもたらすのに
要したその他の（製造間接費以外の）間接費が含まれるが（第17項および第19項），原価に
含めるかどうかが問題になるのは，②と③の間接費である。この点について，SSAP　9の付
録に示されている一般的指針は，「企業が採用する原価計算の方法は，通常，すべての直接
材料費，直接労務費）直接経費および外注加工費を識別し，それらを合理的かつ首尾一貫し
た方法で配賦するよう意図されているが，しかし，間接費の配賦には通常，いずれを適当な
方法とするかに関して個人的な判断が介入するため，問題が生じる」（付録1の第3項）と
述べている。
　まず，製造間接費について取り上げる。「製造間接費とは，正常操業度を基に，毎年，生
産のために発生する原材料費，労務費または経費のうちの間接費である。各間接費はその機
能……別に分類して，生産に関係する間接費（減価償却費を含む）は，もれなく加工費に算
入されるようにしなければならない。ただし，製造間接費はその全部または一部が時間基準
で発生することもある」（第20項）と規定されている。つまり，製造間接費には，生産量の
変化に応じて変動する製造間接費と，生産量に関係なく時間基準で発生する固定製造間接費
とがあるが，いずれも加工費に算入されなければならないということである。ただし，「正
OD　稲垣教授は，この点について，「直接原価計算の場合には，たとえ正常操業度のもとでの固定製造間接費といえ
　ども，棚卸資産を現在の場所および状態にもたらすことに関係なしに発生するので，これを原価に算入しないと
　主張している。この主張は主として，管理不能費を原価に算入することは，製造業の原価比較による能率の良否
　の判定のさまたげになるという立場に立っている。内部的管理資料として検討する場合には合理性が認められる
　が，外部公表会計ではあまり支持されなかった。しかし直接原価計算によって製品の製造原価が計算される可能
性を考慮して，IASは，その事実を開示することを条件として消極的に認めている」（稲垣冨士男編著r国際会計
　基準一日日英会計基準との比較解説一』同文舘，1987年，14頁）と説明しておられる。
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常な営業状態においては回避できたような異常な加工費（例えば，例外的な損傷，遊休
設備その他の損失）は，……加工費から除外する必要がある」（付録1の第1項）と説
明している。このことは，原則として，製造間接費はもれなく加工費に含められるべき
であるが，異常な状態（異常な操業度）において発生した部分については，加工費に含
めてはならないということを意味している。
　次に，その他の間接費については，「確定的な販売契約が結ばれていて，得意先の検
査のため財または用役を納入する場合には，生産開始に先立って発生するデザイン関係
の間接費や流通・販売関係の費用は原価に算入することができる」（付録1の第2項）
と説明されている。ここで示された例の場合には，それら発生した間接費が，棚卸資産
を現在の場所および状態にもたらすのに直接関係があることが明らかであるために，製
造間接費ではないにもかかわらず，加工費に含めることができるのである。間接費の配
賦を適正に行うためには，間接費を機能別に分類する必要がある（付録1の第4項）。
機能的にみて，生産のための管理から区分される一般管理費は，当期の生産に直接関係
がないので，加工費に含めず，したがってまた，棚卸資産の原価にも算入されないので
ある。もし小規模企業において，経営者が企業活動の各方面に関与している場合には，
この経営者の一般管理に係る間接費のうち，生産機能に係る部分については，加工費に
含めることができると解される（付録1の第5項および第6項）。なお，製造間接費に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うせよ，その他の間接費にせよ，正常操業度（正常な状態）を前提として配賦され，棚卸
資産の取得原価を構成するものは，正常な原価に限られるということは言うまでもない
ことである。
　各企業によってさまざまな原価計算方法が採用されているが，生産棚卸資産の取得原
価の決定に当たっては，その採用した原価計算方法が，rr実際原価』の最も公正な実践
的近似値を産み出すように配慮しなければならない。さらに，標準原価が使われる場合
には，その標準原価が当期中の実際原価と合理的な関係を持つように，標準原価そのも
のをひんぱんに再検討する必要がある」（付録1の第12項）と述べている。ここでいう
「実際原価」が全部原価計算によって算定された実際原価を意味するのか，あるいは直
接原価計算によって算定された実際原価を意味するのか，それとも両者を含めた広い意
味なのかが問題となる。すでに検討したように，IAS　2やAS　2では，両者を含めた広い
意味に解されているが，我国の場合には，直接原価計算が採用されている場合には，そ
0⇒　ここでいう「正常」な状態は，次の点を考慮して判蜥されなければならない（SSAP　9，付録1の第8項）。
　「（a）生産設備の設計者および経営者が，1年を通して支配的な作業条件（例えば，交替勤務制になってい
　　るかどうか）の下で，どれだけの量を生産することを想定しているか
　（b）当年度および翌年度の，計画上の操業水準
　（c）当年度および前年度において達成した操業水準
　　一時的な操業度の変化は無視してもよいが，永続的な変化であればそれまでの基準を変える必要がある。」
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れによって算定された原価に固定製造費を含めなければならない。これは，事実上，全部原
価計算によって算定された原価を意味する。棚卸資産の取得原価すなわち，財務会計上の実
際原価は，全部原価計算によるそれである。イギリスの場合には，先に引用した第20項の規
定，および「原価と収益とを対応させる場合，棚卸資産の『原価』には，製品または用役を
現在の場所および状態にもたらすために，通常の営業過程で発生した支出を含めるべきであ
る。この原価には，時間基準で発生したものも含め，すべての関係ある製造間接費が含まれ
る」（第3項）という規定から判断すると，我国の場合と同様，全部原価計算によって算定
された「実際原価」を意味すると解される。したがって，標準原価計算が採用されている場
合には，標準原価が，かかる「実際原価」と合理的な関係を保つようにしばしば改訂され，
実際原価に近似させることが要求されるのである。
　　（4）棚卸資産の評価
　インドの会計基準，国際会計基準およびイギリスの標準会計実務書のいずれも，棚卸資産
は，取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い額で評価されなければならないと規定し
ている（AS　2の第24項，　IAS　2の第20項およびSSAP　9の第26項目。正味実現可能価額と比
較される期末棚卸資産の取得原価は，上で検討した実際購入原価または実際製造原価に基づ
いて算定された棚卸資産の取得原価を，各種の原価配分方法を適用することによって，当期
中の払出棚卸資産原価（売上原価または消費原価）と期末棚卸資産原価とに配分することに
よって決定される。そこでまず，いかなる原価配分方法の適用が認められているのかについ
て検討し，次に，正味実現可能価額の算定について検討することにする。
　1）　適用が認められる原価配分方法
　AS　2は，「原価の配分に当たって，現在いくつかの異なる方法が採用されており，それら
の方法のいずれをとるかによってその結果は著しく異なる」として，a）先入先出法，　b）
平均原価法，c）後入先出法，　d）基準棚卸法，　e）個別法，　f）標準原価法，　g）修正売
価法（また，売価棚卸法とも呼ばれる），およびh）最終仕入原価法が列挙されている（第
8項）。これらの方法のうち，先入先出法，平均原価法，後入先出法，基準棚卸法および個
別法は，いずれかの時点で当該企業において発生した原価を用いているが，最終仕入原価法
の場合には，期末棚卸資産の一部の項目について，実際に発生したとはいえない原価で評価
されることになるので，取得原価に基づいているとはいえないとして，適用が否認された（第
9項）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　棚卸資産の取得原価は，一般に，先入先出法，平均原価法または後入先出法を適用して配
分し，期末棚卸資産の原価を決定しなければならないという（第26．1項）。そして，上で列
挙したd）～g）の各原価配分方法については，条件付きで適用を認める。
　基準棚卸法（基準在高法ともいう）の場合には，事業を継続するためには，ある最低量の
棚卸資産が常に保有されなければならないという仮定に基づいている。基準在高量について
はその取得原価で評価されるが，基準在高量を超える棚卸資産については，その他の基準（例
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えば，上記の配分方法のいずれかによって算定された原価）で評価されることになるので，
この方法は，ある最低水準の棚卸資産が常に保有されていなければならないという，はっき
りした事情がある場合に限り，適用が認められる。単に，習慣的に，ある一定の最低在高量
水準を維持しているというだけでは，この方法の適用は正当化できない点に注意しなければ
ならない（第10項および第26．5項）。
　個別法は，通常，互換性のない棚卸資産項目，または，ある特定の目的のために製造され，
他のものとは区分されている棚卸資産に適用することが認められる（第11項および第26．2
項）。修正売価法（または，売価還元法とも呼ばれる）は，取扱品目の極めて多い小売業や，
棚卸資産の個々の原価を容易に確認できない品目を取扱っているような事業において，適用
が認められる（第12項および第26．3項）。期末棚卸資産の原価を決定するための標準原価法
は，その結果が毎期継続して，先入先出法，平均原価法または後入先出法の適用によって得
られる結果に近似する場合に適用することができる（第26．4項）。した，がって，標準原価法
が適用されるためには，原価要素の標準が現実的なものであり，かつ定期的に，そして必要
に応じて，・その時の諸条件に照らして再検討される必要があり，その上，発生した重要な原
価差額を売上原価と期末棚卸資産原価に配賦する，適切な制度（システム）が存在していな
ければならないのである（第13項）。
　IAS　2は，現在採用されている原価の配分方法として，（a）先入先出法，（b）加重平均原価法，
（c）後入先出法，（d）基準棚卸法，（e）個別法，（f）次入先出法および（g）最終仕入原価法を列挙し，
このうち，（a）～（e）は，いずれかの時点で当該企業において発生した原価を用いているが，（f）
と（g）は，必ずしも発生した原価を用いているとはいえないとして，適用を否認した（第13項
および第14項）。そして，ある特定の場合を除き，棚卸資産の取得原価を，先入先出法また
は加重平均原価法を適用して配分し，期末棚卸資産原価を算定しなければならないという（第
24項）。
　「棚卸資産のうちで，通常互換性をもたないもの，または，特定のプロジェクトのために
製造され，かつ，区分されているものは，個別法を適用して処理しなければならない」（第
25項）。後入先出法または基準棚卸法は，それらの方法の適用によって算定された期末棚卸
資産原価と，（a）先入先出法または加重平均原価法の適用によって算定された金額と正味実現
可能価額とのいずれか低い方の額，または，（b）貸借対照表日におけるカレント・コストと正
味実現可能価額とのいずれか低い方の額，との差額を開示することを条件としてその適用が
認められる（第26項）。また，原価の配分方法というよりも，棚卸資産の評価方法である標
準原価法または売価還元法は，その適用による結果としての数値が，取得原価と正味実現可
能価額とのいずれか低い方の額に，毎期継続して近似する場合に限り，便宜上これを採用す
ることができる（第27項）。
　それでは，イギリスでは，どのような原価配分方法が認められているのであろうか。
SSAP　9によると，「棚卸資産の原価配分に用・いる方法を選択する場合には，製品を現在の
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場所および状態にもたらすために実際に発生した支出額に可能な限り最も近似の金額になる
ような方法を選ぶ必要がある」（第4項）と規定する。そして，各場合に，次のような方法
の適用を認める。
　①多数の同じ品種のものを，異なる時点で購入したり生産したりしている場合には，例
　　えば，個別法，平均原価法または先入先出法の適用が認められる（付録1の第11項）。
　②小売業のように，回転の速い商品を多品種にわたって保有している場合には，売価還
　　元法の適用が認められる（第4項）。ただし，この方法が認められるのは，その適用に
　　よって，実際原価の合理的な近似値が得られる場合に限られる（付録1の第14項）。
　③標準原価計算制度が…採用されている場合には，標準原価が当期中の実際原価と合理的
　　な関係を持つように頻繁に再倹刑することを条件に，標準原価法の適用が認められる（付
　　録1の第12項）。
　SSAP　9は，基準棚卸法や後入先出法については，通常，実際原価と合理的な関係を持た
ないことを理由として（付録1の第12項），最終仕入原価法については，期末棚卸資産原価
が必ずしも実際原価と同じにならず，また物価上昇期には，未実現の利益を計上することに
なりかねないことを理由に（付録1の第13項），その適用を否認した。
　最後に，我国の場合について検討してみよう。企業会計原則は，「個別法，先入先出法，
後入先出法，平均原価法等の方法を適用して算定した取得原価をもって貸借対照表価額とす
る」（第三の五のA）と規定しており，その注解では，さらに売価還元原価法，それに製品
等の製造原価については，予定原価法または標準原価法の適用も，条件付きで認められてい
る（注21）。連続意見書第四では，「各企業は期間損益の適正な算定を指導原理とし，企業の
性質・種類，物的移動の実情，採用する原価計算の方法等を考慮に入れて期間配分の方法を
選択しなければならない」（二の1）と述べ，企業会計原則で列挙された四つの方法以外に
ついても，条件付きでその適用を認めている。それらは，次のような方法である。
①予定原価法または標準原価法は，予定または標準が適正に決定され，原価差額発生額
　　が合理的に僅少である場合に認められる（二の2）。
②・修正売価法は，一般に，その取得原価の算定が原価計算技術上不可能である副産物の
　　評価，農鉱産品等の特殊な棚卸資産の評価において認められる（二の3）。
③売価還元原価法は，取扱品種のきわめて多い小売業および卸売業，あるいは，製品ま
　　たは部品の品目数の膨大な製造工業において，その適用が認められる（二の4）。
④最終取得原価法（最終仕入原価法）は，必ずしも取得原価基準に属する方法と解する
　　ことはできない。したがって，（a）期末在庫量の大部分が正常的に最終取得原価で取得さ
　　れており，しかも，（b）期末棚卸資産の先入先出原価ど最終取得原価との差異が僅少な場
　　合を除き，相当の評価引当金を設定すること，を条件として認められる（二の5）。
　⑤　基準棚卸法は，著しく価格変動の危険にさらされる棚卸資産を多く手持ちする業種に
　　おいて認められる。ただし，期末に基準量の食込みが生じていると，基準棚卸法は取得
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　　原価基準の評価方法から逸脱することになるので，在庫政策を実施して，取得原価基準
　　から乖離しないように努めなければならない（二の6）。
　以上，AS　2，IAS　2，　SSAP　9および我国の企業会計原則・連続意見書第四で，いかなる
取得原価の配分方法が認められているかについてみてきたが，その結果を比較しやすいよう
に，表形式にして示すと表1のようになる。
表1
AS　2 IAS　2 SSAP　9
企業会計原則・
A続意見書第四
一般的に適用が認め
轤黷ﾄいるもの
・先入先出法
E平均原価法
纉・謠o法
・先入先出法
E加重平均原価法
・先入先出法
E平均原価法
ﾂ別法
・先入先出法
E平均原価法
E後入先出法
E個別法
特定の場合に，また
ﾍ条件付きで適用が
Fめられているもの
基準棚卸法
E個別法
E修正売価法（売
ｿ還元法）
E標準原価法
・個別法
E後入先出法
E基準棚卸法
E売価還元法
E標準原価法
・売価還元法
E標準原価法
・予定原価法
E標準原価法
E修正売価法
E売価還元原価法
E最終取得原価法
譓?I卸法
　上の表1から明らかなように，我国の場合には，非常に幅広く原価の配分方法を認めてい
る。これに対して，イギリスでは，我国やインドが一般的な適用方法として認め，また，国
際会計基準が条件付きながら，その適用を認めている後入先出法を，条件付きでさえも認め
ていない。また，インド，国際会計基準および我国のいずれもが，条件付きながらも認めて
いる基準棚卸法についても否認している。インドのAS　2によって認められている原価の配
分方法は，後入先出法を一般的な適用方法として認めるか条件付きの適用方法として認める
かの相違，それに，平均原価法を加重平均原価法に限定するか否かの相違，を除けば，IAS
2のそれと一致しているといえる。
　2）　低価法の適用と正味実現可能価額の算定
　正味実現可能価額を用いての低価法適用の理由について，AS　2は，次のように述べてい
る。すなわち，「棚卸資産は，販売または費消によって直接または間接に収益を生み出すこ
とを期待して保有されている。ある特定の期間の経営成績を決定するためには，棚卸資産が
販売もしくは費消されるまで，当該棚卸資産に係る取得原価が繰越される必要がある」（第
7項）。「棚卸資産の取得原価は，時々，例えば，棚卸資産の販売価格がかなり下落した場合，
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もしくは，棚卸資産が全体的にまたは部分的に陳腐化することになる場合，あるいは，棚卸
資産の量が通常の回転期間内1ヒ販売または費消されないほど多量であり，品質低下，陳腐化，
または処分上の損失という真のリスクが存在する場合，（全額）回収されないかもしれない。
そういった場合には，流動資産は通常の営業過程において回収されると期待される金額を超
えて財務諸表で繰越されるべきではないということを要求する保守主義の原則に従って，棚
卸資産をr正味実現可能価額』まで切り下げることが必要となる」（第17項）と。ここに引
用したのと実質的に同じような理由が，IAS　2（第16項）においても，またSSAP　9（第1
項）においても，述べられている。
　次に，期末棚卸資産原価と比較される正味実現可能価額とは，AS　2によると，「通常の営
業過程における実際の，または見積売価から，完成までに要する費用および販売のために必
然的に発生する費用を控除した額である」（第6．9項）と定義されている。一この定義も，IAS
2（第4項）やSSAP　9（第5項および付録1の第21項）の定義と，実質的に一致している。
かかる正味実現可能価額は，棚卸資産の品目別か，または同種の（つまり，互換性のある）
品目別に算定され，取得原価と比較されなければならない。というのは，営業分野別に互換
性のないすべての品目の棚卸資産を一括したり，もしくは企業のすべての棚卸資産を一括し
て正味実現可能価額を算定し，それらに対応する棚卸資産の取得原価と比較して，正味実現
可能価額まで切下げた場合には，未実現利益によって発生した損失を相殺することになるか
らである。この点についても，AS　2（第18項および第25項），　IAS　2（第16項および第29項目
およびSSAP　9（第2項および第26項）は，一致している。
　AS　2，　IAS　2およびSSAP　9では，低価法の適用が強制されていたが，我国の企業会計
原則では任意である。ただし，時価が著しく下落し，回復する見込みがない場合には，時価
で評価しなければならない。つまり，低価法の適用が強制されることになる（第三の五のA）。
そして，連続意見書第四は，「低価法適用上，棚卸資産の一品目ごとに原価時価比較を行な
う方法をとるか，棚卸資産の各品目を適当なグループにまとめ，グループごとに原価時価比
較を行なう方法をとるかに関しては，企業の事情，棚卸資産の性質等に基づき，いずれの方
法をとれば，期間損益を最も適正に表現することになるかという観点から，方法の選択を行
うべきである」としながらも，「全品目を一括して原価時価比較を行なう方法は多くの場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
妥当でない」（三の1）と述べている。なお，低価法の適用において，決算時点の正味実現
可能価額が用いられる場合には，「期末棚卸資産が次期に販売されるときにさらに売価が下
がるかもしれないし，逆に上がるかもしれないので，評価切下げが過大又は過小となる欠陥
があらわれる」（連続意見書第四の三の1）と指摘されている。こういつた点を考慮してか，
IAS　2は，「正味実現可能価額は，価格または原価の一時的変動にもとづいてではなく，そ
の棚卸資産の実現可能期待額に関する，当該見積り時点で入手可能な，最も信頼しうる証拠
に基づいて算定しなければならない」（第28項）と述べている。これは，稲垣教授が指摘さ
れるように，「一時的に決算時点で値下がりしても，翌期早々に確実に原価まで回復する可
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能性があれば，……原価のまま繰り越されることになる」　ことを意味する。かかるニュア
ンスの規定は，SSAP　9（付録1の第16項および第19項）においてもみられるが，インドの
AS　2には存在しない。
　低価法の適用では，原則として，当該棚卸資産自体の取得原価と時価（正味実現可能価額）
とが比較される。ところが，AS　2では，「生産のために費消する目的で保有されている正常
な量の原材料およびその他の貯蔵品は，もし製品が取得原価以上で販売されると期待される
限り，取得原価以下に切下げられない」（第19項）と規定している。これは，正しく，費消
用棚卸資産自体の原価と時価の比較ではなく，当該費消用棚卸資産によって生産された製品
の売価との関係での比較である。IAS　2では，上記の引用文に，さらに次のような文章が続
いた規定がなされている。すなわち，「しかし，製品の正味実現可能価額が取得原価より低
くなることが，原材料の価格の下落によって裏付けられている場合がある。その際には，原
材料在庫高の評価を切下げなければならない。この場合に，再調達原価が，入手可能なもの
のうちで，これらの原材料の正味実現可能価額を最も適切に表わす数値となることがある」
（第31項）と。このことから推定されるように，費消目的で保有されている棚卸資産の場合
には，売価を基礎にして算定される正味実現可能価額での評価とは，論理的になじまない。
したがって，正常な量を超えて保有されている原材料部分については，原価と比較される正
味実現可能価額は，事実上，当該原材料自体の再調達原価となるだろう。なお，上で引用し
たAS　2の第19項に近似した規定は；SSAP　9においてもみられ，「原材料の在庫の実現可能
価額がその仕入価格を下回る場合には，その原材料を費消して生産される製品が，その原材
料の原価に基づいてもなお販売益をあげうるときは，原材料価額の減額は行わない」（付録
1の第19項）と述べている。ただし，この規定では，「正常な量」という限定がないことに
注意しなければならない。同じく，SSAP　9においても，「事情…∵・によっては，再調達原
価が正味実現可能価額の最善の測定値となることもある」、（第6項）と規定されている。
　こ’のように，AS　2，　IAS　2およびSSAP　9では，正味実現可能価額が事実上，再調達原
価を意味することがあるものの，あくまでも取得原価と比較されるのは，正味実現可能価額
である。これに対して，我国の連続意見書第四では，「低価基準を適用する場合における時
価としては，…∴・正味実現可能価額が適当であるが，再調達原価をとることも認められる」
（三の1）と述べ，さらに，時価の選択は，「棚卸資産の種類・性質，手持量の大小，価格
変動の特異性に応じて適正になされなければならない」（同上）という。つまり，時価とし
ては正味実現可能価額を妥当としながらも，再調達原価との選択適用を認めているのである。
　3）　消耗品，補修用貯蔵品，副産物および作業屑の評価
　AS　2は，消耗品，補修用貯蔵品，副産物および作業屑の評価に関して，次のように規定
している。
㈹　稲垣冨士男編著r前掲書』19頁。
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　①消耗品および補修半割蔵品は，通常，取得原価で評価しなければならない。場合によ
　　っては，原価以下で評価することもできる（第20項および第29．1項）。
　②副産物は，取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い方の額で評価しなければな
　　らない。副産物の原価を分離して算定することができない場合には，正味実現可能価額
　　で評価しなければならない（第21項および第29．2項）。
　③作業屑は，i）当該作業屑を再生するための設備があり，それによって再生可能なも
　　のについては，原材料費から再生コストを控除した額で，また五）再生できないものに
　　ついては，当該作業屑の正味実現可能価額で，評価しなければならない（第21項，第29．3
　　項および第29．4項）。
　IAS　2では，副産物および作業屑の評価は，取扱範囲から除外されている。消耗品および
補修終電蔵品の評価については，特別の規定は設けられていないので，原則通り，取得原価
と正味実現可能価額（事実上，再調達原価）とのいずれか低い方の額で評価しなければなら
ないものと考えられる。SSAP　9では，副産物について，「さほど重要性のない副産物の原
価を主たる製品の原価から分離できないような業種においては，財務諸表上，このような副
産物は正味実現可能価額で計上することができる」（付録1の第15項）という規定があるの
みで，他の棚卸資産については，特別の規定はない。したがって，作業屑についても，原則
通りの評価がなされるのかどうか，必ずしも明確ではない。我国の場合にも，連続意見書第
四で，「副産物については，適正な評価額をもってその取得原価とする。場合によっては，
主副製品分離後における副産物加工費のみをもって取得原価とし，また一定の名目的評価額
をもって取得原価とすることも認められる。くずの取得原価は副産物に準ずる」（五の2の
（2））と規定されているにすぎない。したがって，副産物および作業屑は，かかる取得原価で
評価されるか，または，選択的に低価法を適用して評価されることになるだろう。
　　（5）財務諸表上での開示
　AS　2は，棚卸資産が通常，財務諸表上で，　i）原材料および部品，　ii）仕掛品，　ii）製
品，およびiv）貯蔵品および予備品，のように分類表示されていると述べている（第23項）。
そして，次のような事項を財務諸表上で開示することを要求している。
①適用した原価の配分方法を含め，棚卸資産の評価のために採用した会計方針（第30項）。
②基準棚卸法を適用した場合には，棚卸資産の繰越額と，基準在庫量を超える部分を評
　　価する方法を適用した場合の評価額との差額（第30項）。・
③棚卸資産に係る会計方針の変更で，当期に相当の影響を与えるか，または次期以降に
　　相当の影響を与えると合理的に予期される場合には，会計方針を変更した事実，そして，
　　その変更によって影響を受けた財務諸表上の項目，および確iかめることができる範囲で
　　のその影響額。もし，その影響額を全体として，または部分的に確かめることができな
　　かった場合には，その事実（第31項）。
　IAS　2は，棚卸資産が一般に，財務諸表上で原材料，仕掛品，製品，商品および製造用貯
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蔵品に再分類されることを述べ（第18項）ジ上記の他に，次の事項の開示を要求している。
　④棚卸資産の額を正味実現可能価額まで切下げた場合には，その評価損（第32項）。
　⑤事業内容に応じ，かつ，棚卸資産の主要種類別ごとの保有額（第33項）。
　⑥棚卸資産に係る会計方針を変更した場合には，その変更の理由（第34項）。
　⑦後入先出法または基準棚卸法を適用した場合には，貸借対照表の棚卸資産価額と，（a）
　　先入先出法または加重平均原価法によって算定された金額と正味実現可能価額とのいず
　　れか低い方の額，または（b）カ’レソト・白ストと正味実現可能価額とのいずれか低い方の
　　額，との差額く第26項）。
　⑧固定製造間接費の全部または大部分を，棚卸資産の生産に直接関係がないという理由
　　で，棚卸資産の評価額に含めていない場合には，その事実（第21項）。
　⑨棚卸資産の定義に含まれないものを棚卸資産として表示している場合には，その性質，
　　金額および評価基準（第35項）。
　インドの場合でも，棚卸資産を第23項のように分類・表示すれば，特に開示規定がなくと
も，⑤は必然的に開示が要求されていると考えることもできる。SSAP　9は，上記のうち，
①（第12項および第28項）と⑤（第29項）の開示を要求しているにすぎない。我国の企業会
計原則も，①（注解の注1－2）と⑤（第三の四の←））の開示を要求しているにすぎない。
財務諸表上での開示で特に注意を要することは，AS　2において，⑧の開示が要求されてい
ない点である。SSAP　9や我国の場合と異なり，　IASと同様，　AS　2も，直接原価計算によっ
て算定された製造原価（固定製造間接費を含まない原価）を取得原価とすることを認めてい
るのであるから，⑧の開示は，是非とも必要であると考えられる。
】V　むすび
　イッドのAS　2は，　IAS　2と非常に類似しており，　IAS　2を模範にして制定されたものと考
えられる。しかし，財務諸表上での開示の面では，AS　2は，　IAS　2に比べて大きく見劣り
がする。問題点ごとに，類似点および相違点を示すと以下のようになる。
（イ）棚卸資産の定義においては，SSAP　9や我国の連続意見書第四が，棚卸資産の範疇に
　　無形の用役も含めているのに対し，AS　2とnS　2は，有形の財貨に限定している。
（ロ）棚卸資産の取得原価の決定においても，AS　2とIAS　2とは一致している。　SSAP　9や
　　連続意見書第四では，直接原価計算が採用されている場合には，それによって算定され
　　た製造原価に固定製造間接費を加えたものを生産品の取得原価とするのに対し，AS　2
　　とIAS　2は，直接原価計算によって算定された製造原価を，そのまま生産品の取得原価
　　とすることを認めている。したがって，SSAP　9や連続意見書第四の場合には，全部原
　　価計算と直接原価計算のいずれが採用されていても，生産品の取得原価は同じ（実際製
　　造原価）であるが，AS　2とIAS　2の場合には，いずれの原価計算が採用されるかによ
　　って取得原価が異なることになり，また当然，期間損益計算にも影響を与えることにな
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　　る。
　の　棚卸資産の取得原価の配分方法に関しては，AS　2とIAS　2とは若干異なる。　AS　2が，
　　先入先出法，平均原価法および後入先出法を，一般的に適用が認められる方法としてい
　　るのに対し，IAS　2では，先入先出法と加重平均原価法に限定し，後入先出法を条件付
　　適用にしている。この点を除けば，適用を認められている原価配分方法の範囲は，全体
　　としては，両者とも一致している。これに対して，SSAP　9によって認められている原
　　価配分方法の範囲は，一層狭く，我国において認められているそれは，一層広い。
　（⇒　棚卸資産の評価に関しては，取得原価と正味実現可能価額との比較による低価法の適
　　用が強制されている点では，AS　2とIAS　2とは，完全に一致している。この点につい
　　ては，SSAP　9も一致している。我国の場合には，時価が著しく下落し，回復する見込
　　みがない場合を除き，低価法の適用は任意であり，かつ，この場合の時価としては，再
　　調達原価も認められている。なお，正味実現可能価額の算定方法については，AS　2と
　　IAS　2とは若干異なる。　AS　2は，期末時点での正味実現可能価額を求めるのに対し，
　　IAS　2は，価格または原価の期末時点での一時的変動に基づくのではなく，将来の動向
　　をも考慮に入れて，それを決定することを要求しているのである。
㈲　財務諸表上での開示に関しては，As　2とIAS　2との間で最も大きく相違する。　AS　2
　　では，会計方針を変更しても，その変更の理由を開示することを要求されていないし，
　　また，固定製造間接費を棚卸資産の評価額に含めていなくても，その事実を開示しなく
　　てもよいのである。特に後者の点について，全部原価計算による原価と直接原価計算に
　　よる原価が，財務会計上においても同列に扱われ，同じように棚卸資産の取得原価とし
　　ての地位を認められているということを示唆している。IAS　2において開示を要求して
　　いるということは，原則として，固定製造間接費を含めた実際製造原価が棚卸資産の取
　　得原価であるが，開示を条件として，固定製造間接費を含まない原価も取得原価として，
　　消極的に認めるというニュアンスが感じられる。
　　　　　　　　（本稿は，長崎大学東南アジア研究助成金による研究成果の～部である。）
